
監 査

選任／解任

選定／解嘱／監督

指名報酬
委員会

取締役会
取締役9名

（うち社外取締役3名）

答 申

諮 問

会計監査人
監査役会
監査役4名

（うち社外監査役3名）監 査

報 告

連 携

報 告

選任／解任 選任／解任

報 告

取締役社長
意見／具申／報告

経営会議
（社内役員会）

監査役室
（監査役会事務局）

監 査

内部監査室

連 携連 携

会計監査相当性の判断

指 示

報 告

経営戦略会議

意見／具申／報告

バンブー会
（子会社社長 情報交換会）

グループ子会社

情報交換

報 告
方針提示

管理本部製造本部技術本部事業本部

監 査監 査

委員会
・プロジェクト

意 見

具 申

指 示

株主総会

ガバナンス体制図基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスは「株主の皆様を中心と
したステークホルダーに対する企業価値極大化のための経営
統治機能」と位置付け、取締役会及び監査役会を基本に執行
役員制度も導入し、経営責任の明確化と業務執行の迅速化、
経営意思決定の透明性の向上及びコンプライアンスの強化に
より経営の健全性の確保を図っています。

監査役会設置会社の体制を採用する理由

　現場の状況に即した意思決定が、当社グループの経営理念
を理解し実践できる人材により的確に行われております。取
締役・執行役員の任期を一年とし、経営責任を明確化すると
ともに、業務執行と監督の分離に努めています。さらに、コ
ーポレート・ガバナンスの充実が図れるように、独立役員と
しての社外取締役3名を選任しています。また、社外監査役
３名は、経営経験者、公認会計士並びに弁護士であり、当社
の業務内容にも通じ、社外取締役、常勤監査役及び内部監査
部門と緊密に連携し、適切な助言・監督を行っているため、
経営監視機能の客観性及び中立性は確保されていると考えて
います。
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機関 取締役会 監査役会 指名報酬委員会

構 成
● 社内6 ＋ 社外3
● 議長は代表取締役社長

● 社内1 ＋ 社外3
● 議長は社内常勤監査役

● 社内1 ＋ 社外2
● 委員長は代表取締役社長

目的・権限
● 経営の基本方針の決定等の決議
● 執行役員等の職務執行の監督

● 取締役及び執行役員の職務の監査
● 監査報告の作成
● 会計監査人の選解任等に関する議案内容の決定

● 株主総会に提出する取締役の選任及び解任に　　
関する議案内容の審議

● 後継者育成計画の策定
● 取締役及び執行役員の報酬等に関する方針の審議
● 取締役及び執行役員の業績評価に関する方針の審議
● 取締役会に提出する執行役員の選任及び解任に　
関する方針の審議

独立社外役員比率 33％ 75％ 67％

2023年度開催実績 13回 15回 3回

事務局 経営企画部 監査役室 経営企画部

独立社外役員社内取締役

議長 委員長議長

各監督機関の役割と構成

主な意思決定機関

◆取締役会　
取締役9名（うち社外3名）＋監査役4名（うち社外3名） 
議 長：辻 勝（代表取締役社長）

◆監査役会　
監査役4名（うち社外3名） 
議 長：岡明 森衛（常勤監査役）

◆指名報酬委員会
取締役3名（うち社外2名）＋常勤監査役1名（オブザーバー） 
委員長：辻 勝（代表取締役社長）

◆社長・社外役員会議
（社内取締役1名＋社外役員6名）＋常勤監査役1名（オブザーバー） 
議 長：辻 勝（代表取締役社長）

◆社内役員会　
社内取締役6名＋常勤監査役1名
＋執行役員4名＋内部監査室長 
議 長：辻 勝（代表取締役社長）

◆経営戦略会議　
戦略テーマに関連する社内取締役
＋執行役員＋部門長 
議 長：辻 勝（代表取締役社長）

◆コンプライアンス・リスク管理委員会 
委員長：藤井 博

◆サステナビリティ委員会 
委員長：川上 晃一

◆M&A検討委員会 
委員長：藤井 博

◆財務委員会 
委員長：藤井 博

◆開発技術委員会 
委員長：川村 克裕

◆安全衛生委員会 
委員長：川上 晃一

◆人事評価委員会 
委員長：藤井 博

◆賞罰委員会 
委員長：藤井 博

◆人事制度委員会 
委員長：藤井 博

◆改善活動委員会 
委員長：山田 和寛

◆トンボ会活性化委員会 
委員長：岡明 森衞

◆各事業製品化委員会 
委員長：各事業部門長

◆バンブー会（子会社社長 情報交換会） 
議 長：辻 勝

モニタリングサイドの会議体 業務執行サイドの会議体
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2000年 取締役会の改革及び執行役員制度を導入

2004年 社外監査役を2名から3名に増員

2006年 内部監査室の設置と内部統制システムの整備
コンプライアンス・リスク管理委員会の設置

2007年 取締役の任期を2年から1年に短縮

2015年 社外取締役を選任

2016年 社外取締役を2名に増員

2017年 取締役会実効性評価の実施

2018年 業績連動賞与・譲渡制限付株式報酬制度の導入

2021年 女性取締役を含む社外取締役を4名に増員
 （2023年女性取締役を含む3名）

指名報酬委員会（任意）の設置

2023年 サステナビリティ委員会の設置

2023年度取締役会における主な審議内容

　2030年ビジョンの達成に向けた新中期3ヶ年経営計画の
もと、成長戦略の第一の柱である海外（ASEAN）事業の拡
大については、多方面から議論を重ねました。その他取締役
会において、以下の事項について、重点的に審議、報告を行
いました。

◆中期経営計画の進捗状況に関する審議
◆サステナビリティ基本方針並びに委員会設置
◆人材育成方針と社内環境整備方針及び目標指針の設定
◆当社子会社における工場建設の検討
◆M&Aの審議・検討
◆当社子会社の増資引き受けの検討
◆執行役員・理事の退職金制度廃止の検討

◆役員及び執行役員の報酬・賞与に関する内規改正
◆タイ現地法人の状況に関する審議
◆取締役会の実効性に関する自己評価アンケート
◆社内ＤＸ化の進捗報告
◆内部公益通報規則に基づく通報の状況
◆能登半島地震への対応状況
◆安全対策プロジェクトの進捗報告

経営の透明性確保とガバナンス強化の歩み

5

4

9

6

3

9

5

2

7

5

2

7

5

2

7

5

4

9

6

2

8

6

2

8

5

1

6

0
2017年2016年2015年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

（人） （%）

4

12

8

2

6

14

10

取締役人数 社内取締役 独立社外取締役 独立比率

17

29 29 29
25 25

44 44

10

20

30

40

0

50

33

取締役会における独立社外取締役比率の推移

83 Nikko Corporate Report  2024



取締役会の構成（2024年6月末現在）

取締役
候補者
番号

氏 名 役 職
出席状況

（2023年度
取締役会）

取締役
就任時期 所有株式数 独立性

（社外のみ）

当社が期待する知見・経験（＊1）
議長・委員長

委任状況会社経営
事業運営 業界知識 財務会計 法務コンプ

ライアンス 国際経験 営業経験 ICT（＊2） 技術経験 行政経験

1 西川貴久 取締役会長 13回/13回 2008年6月 123,300株 ● ● ● ●

2 辻勝 代表取締役社長 13回/13回 2008年6月 114,700株 ● ● ● ● ●
取締役会議長
指名報酬
委員会委員長

3 藤井博 取締役副社長 13回/13回 2011年6月 71,400株 ● ● ● ●

4 中山知巳 常務取締役
（事業本部長） 12回/13回 2019年6月 46,700株 ● ● ● ●

5 曽根武志 取締役 9回/10回 2023年6月 11,500株 ● ● ● ●

6 川上晃一 取締役 10回/10回 2023年6月 6,800株 ● ● ● ● ●

独

立

社

外

7 石井正文 取締役 13回/13回 2021年6月 6,000株 ● ● ● ●

8 佐伯里香 取締役 13回/13回 2021年6月 0株 ● ● ● 指名報酬
委員会委員

9 貞苅茂 取締役 13回/13回 2022年6月 6,000株 ● ● ● ● 指名報酬
委員会委員

主な専門性と経験
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監査役
候補者
番号

氏 名 役 職
出席状況

（上段：2023年度監査役会）
（下段：2023年度取締役会）

監査役
就任時期 所有株式数 独立性

（社外のみ）
会社経営
事業運営 業界知識 財務会計 法務コンプ

ライアンス 国際経験 営業経験 ICT（＊2） 技術経験 行政経験 議長・委員長
委任状況

- 岡明森衛 常勤監査役
（新任） - 2024年6月 40,400株 ● ● ● 監査役会議長

独

立

社

外

1 大田直樹 監査役 13回/13回
15回/15回 2019年6月 900株 ● ● ●

2 福井剛 監査役 13回/13回
15回/15回 2019年6月 1,200株 ● ●

3 米田耕士 監査役 13回/13回
15回/15回 2022年6月 900株 ● ●

社外役員 氏 名 就任時期 生年月日 主なキャリア
バックグラウンド 選任理由及び期待される役割

独立社外取締役 石井 正文 2021年6月 1957年11月3日 外務官僚
長年にわたり外務省において要職を歴任しその豊富な国際経験を通じて培われた国際情勢に関する幅広い見識に加
え、当社が今後展開を目指しているアジア地域に関する知見も有しており、多様で幅広い助言と当社の持続的な企業
価値向上の実現に寄与することを期待しております。

独立社外取締役 佐伯 里香 2021年6月 1961年2月27日 企業経営

事業会社の創業及び現経営者として企業経営に携わることにより培われた豊富な知識と経験を、当社の経営に反映し
ていただきます。また本業であるICTの知識及びダイバーシティの観点から多様な意見を取り入れることが今後の当社
の発展に必要と考え、当社の業務執行に対する監督、助言いただくことを期待しています。指名報酬委員会として当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与しております。

独立社外取締役 貞苅　茂 2022年6月 1957年9月22日 企業経営

金融機関及び事業会社において長年企業経営に携わることにより培われた豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に
反映していただきます。また、資本政策や財務会計について多様な意見を取り込むことが今後の当社の発展にも必要
なものと考えており、業務執行に対する監督、助言いただくことを期待しています。指名報酬委員会として当社の役員
候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与しております。

独立社外監査役 大田 直樹 2019年6月 1955年3月1日 企業経営 事業会社において長年企業経営に携わることにより培われた経営全般についての豊富な企業経営経験と幅広い見識か
ら、客観的、中立的立場で経営執行等の健全性、透明性を監査・指導していただきます。

独立社外監査役 福井 剛 2019年6月 1965年7月24日 公認会計士
公認会計士としての専門的見識から、客観的、中立的立場で経営執行等の健全性、透明性を監査・指導していただき
ます。公認会計士としての専門的見地から高い実績をあげており、また、経営に関する高い見識を有しているため、社
外監査役としての職務を適切に遂行することができると期待しております。

独立社外監査役 米田 耕士 2022年6月 1957年2月17日 弁護士
弁護士としての専門的見識から、客観的、中立的立場で経営執行等の健全性、透明性を監査・指導していただきます。
弁護士としての専門的見地から高い実績をあげており、また、経営に関する高い見識を有しているため、社外監査役と
しての職務を適切に遂行することができると期待しております。

＊1上記一覧表は、役員の有する全ての知見や経験を表すものではありません。　＊2上記一覧表のICTとは、InformationandCommunicationTechnology（情報通信技術）を意味します。

主な専門性と経験監査役会の構成（2024年6月末現在）

社外役員の選任理由と期待する役割
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指名報酬委員会の活動状況

　取締役の機能の公正性及び客観性を高め、コーポレート・
ガバナンスの充実を図る観点から、取締役及び執行役員の
指名・報酬・候補者の育成等については、指名報酬委員会
において審議し、取締役会の決議により決定しております。
2023年度は4回開催しました。なお、当委員会には常勤監
査役がオブザーバーとして出席しています。

取締役報酬の決定に関する基本方針

〈基本方針〉
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブとして十分に機能するよう、かつ、株主利益に
も配慮した報酬体系とし、取締役会で定めている「役員の報
酬・賞与に関する内規」に従い、個々の取締役の報酬の決定
に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方
針としています。具体的には、業務執行取締役の報酬は内規
で定めた範囲において、固定報酬としての基本報酬、業績連
動報酬等、株式報酬により構成し、監督機能を主とする社外
取締役については、基本報酬、業績連動報酬等を支払うこと
としています。
　2021年４月以降は任意の指名報酬委員会を設置しており、
そこでの答申を踏まえて適宜見直しを行っています。

　業務執行取締役の種類別の報酬割合は、基本報酬：業績連
動報酬等：非金銭報酬等がおおよそ７：２：１程度となって
おります。業績連動報酬等は役員賞与であり、非金銭報酬等
は譲渡制限付株式です。
　今後につきましては委員会にて議論を行い適切な割合につ
いて審議し見直しを行うこととします。

役　割 地　位 氏　名 指名報酬委員会 出席状況 出席率（出席回数）
委員長 取締役社長 辻　勝 100％（4／4）

委　員 社外取締役 佐伯　由香 100％（3／3）

委　員 社外取締役 貞苅　茂 100％（4／4）

オブザーバー 常勤監査役 保田　信高（2024年6月退任） 100％（4／4）

内訳 基本報酬（70％） 業績連動報酬（30％）

報酬種類 固定金銭報酬 変動金銭報酬 譲渡制限付
株式報酬

報酬種類別比率 70％ 20％ 10％

評価指標 ― 連結営業利益・
経営目標達成度等

業務執行取締役の基本的な報酬体系
　個人別の報酬額については、委員会にて審議を行い、その答
申を得ることとし、その答申の範囲内にて取締役社長が決定し
ます。なお、答申につきましては現時点で定めている譲渡制限
付株式の個人別割当株数につきましてもその対象としていま
す。委員会の委員につきましては、独立社外取締役を過半数と
し、監査役会議長（常勤監査役）がオブザーバーとして参加し
ています。委員会におきましては、取締役会から諮問を受けた
指名報酬委員会規則事項（基本報酬、業績連動報酬、非金銭報
酬、それらの割合等）について審議を行い、答申を行います。
開催頻度については四半期に１度としています。

取締役の個人別の報酬等ついての決定

　業績連動報酬は、事業年度ごとのグループ全体の成長並びに業績向上
に対する意識を高めるため原則として連結営業利益を基本的な業績指標
とし、それに加えて当社単体の業績、及び株主への配当、従業員への賞
与等も勘案して決定し、役員賞与として支給しております。
　2021年４月以降は委員会を設置しており、そこでの答申を踏まえて
取締役会で適宜見直しを行います。

〈業績連動報酬について〉

役員区分ごとの報酬等の総額（2023年度実績）

取締役報酬の内訳（業績評価が中位の場合）

役員区分
報酬等
の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額 （百万円） 対象とな
る役員の
員数（人）

固定
報酬

業績連
動報酬

非金銭
報酬等

退職
慰労金

取締役
（社外取締を除く） 177 128 34 14 - 7

監査役
（社外監査役を除く） 25 19 4 1 - 1

社外役員 43 39 3 - - 7

（注）業績連動報酬等は役員賞与であり、非金銭報酬等は譲渡制限付株式です。

2023年年度における主な審議内容 ◆取締役、執行役員、理事に係る人事
◆指名報酬委員会委員の候補者
◆役員賞与

◆役員報酬
◆次期役員候補者、後継者の選抜・育成
◆執行役員退職金制度の廃止及び報酬改定
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取締役会実効性向上の取り組み

　取締役会の実効性を高める取り組みとして，2017年度か
ら取締役会の実効性評価を毎年実施しています。

　上記プロセスによる評価の結果、現状のコーポレート・ガバナンス体制及び取締役の運営に問題はなく、適切に機能しており、
実効性は確保されていると判断しています。新たに認識された課題については、今年度の取締役会でその改善に取り組みます。

評価結果

実効性評価の実施方法
●取締役及び監査役全員（13名）を対象とした匿名のアンケートの実施
●アンケート項目は，7項目52設問及び自由記述で構成
●選択式設問は4段階による評価を実施（無記名式）

〈評価方法〉

1. 取締役会の全体評価について ・・・・・・・・・・・・・・・・（11設問）

2. 取締役会の構成について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5設問）

3. 取締役会の運営について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（8設問）

4. 取締役の議案・議論について ・・・・・・・・・・・・・・・・・（15設問）

5. 情報提供・トレーニング ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（7設問）

6. 継続審議事項について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2設問）

7. 役員の自己評価について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4設問）

8. 自由記述

2023年度取締役会で認識された課題 2024年度の取り組み

課題1 取締役会における監督機能の強化

●短期の経営課題・事業環境に関する
　共有情報強化
●社内役員会における審議内容の情報共有・
　議案候補の共有

課題2 グループとしての経営戦略や資本政策に関する
審議の深化

●2022-2024中期経営計画の棚卸し
●審議における時間配分の見直し
●日工電子工業への往査を実施（2024年10月）

課題3 サステナビリティへの取り組みに関する
審議機会の拡充

●業務執行状況報告や、執行役員報告会
　（社外役員・執行役員）での当該活動報告の
　テーマアップ
●サステナビリティ委員会をはじめとする
　各組織の活動報告

課題4 執行役員を含めた教育カリキュラムの充実

●取締役・執行役員を対象とした
　社外セミナーの検討
●グループ企業役員等を対象とした
　セミナーの実施

2023年度の取締役会実効性調査で把握された課題と改善への取り組み
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　監査役会は、取締役会開催に先立ち月次で開催されるほか、必要に応じて随時開催します。2023年度は合計15回開催し、
１回あたりの所要時間は約１時間30分でした。年間を通じ次のような決議・協議・審議・報告がなされました。

②監査役監査の状況

③重点監査項目・活動実績

国内外グループ会社の
内部統制システムの
整備・運用体制

今年度新たに国内会社１社が当社グループに加わりました。コロナ禍の影響が軽減された状況を
鑑み、当該社や既存会社への往査、役職員との面談を積極的に実施し、また内部監査部門、会計
監査人と連携し現状把握・情報共有に努め、適宜意見表明を行いました。
往査・面談、会議出席実績：（国内事業所）99回、（国内子会社）81回、（海外子会社）17回

労災撲滅に向けた取り組み 安全会議等への出席（７回）、取締役会（13回）・経営会議（24回）での取り組み進捗確認、事業
所・子会社往査時での情報収集等により、状況把握に努め、適宜意見表明を行いました。

中期経営計画への取り組み 取締役会、経営会議、取り組み進捗会議（５回）への出席、事業所・子会社往査時での面談を通じ、
進捗確認を行い、適宜意見表明を行いました。

重点監査項目・活動実績（2023年度）

監査役会の機能と役割

　監査役会は常勤監査役1名及び非常勤監査役３名で構成さ
れており、3名が社外監査役です。監査役会は、取締役会開
催に先立ち月次で開催されるほか、必要に応じて随時開催さ
れております。2023年度は合計15回の開催でした。
監査役は、監査役会で策定した監査計画に基づいて、当社及
び連結子会社の業務全般について、常勤監査役を中心として
計画的かつ網羅的な監査を実施しています。
　常勤監査役は取締役会、監査役会、経営会議等の重要な会
議への出席、重要な書類の閲覧、支店、倉庫の視察、業務部
門の面談及び連結子会社の往査を担い、非常勤監査役は取締
役会、監査役会等の重要な会議への出席を主に担い、積極的
に意見等を表明し、取締役の業務執行に関して監視できる体
制となっています。

　内部統制の有効性評価等を行う内部監査室を設置していま
す。内部監査室は、内部統制の普及、浸透の推進、各統制責
任者に対する支援及び内部監査規則に基づき監査計画を立案、
社長承認後、各部署及びグループ子会社の業務全般について、
適法性及び合理性を当社の戦略に照らして独立した立場から
検証し、その結果に基づく改善提案を取締役社長に報告して
います。

①内部統制部門による内部監査、会計監査人との相互連携
　監査役監査の状況については、監査役4名（うち社外監査役
3名）は監査役会で決議された監査計画及び監査方針等に基づ
き、取締役会をはじめとする重要会議への出席及び業務執行状
況の調査を通じて、取締役会の意思決定の状況、取締役の職務
執行の監査を行います。また、定期的に会計監査人、内部監査
部門が監査役会に出席し、監査内容及び改善提案等について報
告を行う等、相互に連携を保つように努めています。

監査役会実効性評価

　2023年度の監査役会の実効性評価については、新たに社
外取締役とのミーティングを２回実施したことにより、取締役
会への監査機能を有する両者の情報共有が進み、取締役会へ
の実効性向上に寄与したとの評価が加わり、全監査役から概
ね適切に活動・機能できているとの意見が表明されています。

決 議 監査役会監査方針・監査計画・職務分担・予算、常勤監査役の選定、監査役会の監査報告書、会計監査人の
再任、会計監査人の監査報酬に対する同意

協 議 監査役の報酬

審 議 監査役会監査方針案・監査計画案・職務分担案・予算案、監査役会監査報告書案、会計監査人の選解任並び
に不再任に関する議案の内容の決定、会計監査人の監査計画及び監査報告

報 告 監査役月次活動状況報告、会計監査人・内部監査部門との連携状況報告、内部通報等報告
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政策保有株の縮減状況 （金額：百万円）

（）は売切り銘柄数

株主・投資家との対話

（出席/書面出席）

政策保有株の縮減状況

　政策保有株については、毎年取締役会において継続保有の
可否について検討し、保有に合理性がないと判断されたもの
については順次売却を進めています。その判断基準としては、
保有目的、リスク、当社との関係、さらに資本コストも加味
しています。過去5年間で延べ26銘柄（うち、売切り12銘
柄）、23億円の売却を行っており、保有時価総額の対株主資
本比率で9％の水準を目指します。
　議決権行使については、保有先の短期的な業績、株価のみ
で判断するのではなく当社との関係を総合的に考慮しながら
議決権について判断しております。
株価の上昇により「保有時価総額/株主資本比率」が上昇
しましたが今後も、取引銀行株式等の売却等政策保有株式の
縮減を継続します。

株主・投資家との対話

　株主・投資家の皆様との長期的な信頼関係の構築を経営上
の重要事項と位置付けています。企業情報を日本語及び英語
で適切に開示するとともに、経営陣による定期的な発信を行
って建設的な対話の充実に積極的に取り組んでいます。国内
外の株主・投資家の皆様との面談を通じて得られたご意見を
経営判断や投資家広報に反映するために取締役会に報告し、
関係部署とも共有しています。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

売却銘柄数 6（2） 9（5） 7（4） 2（0） 2（1）

売却額 720 506 691 371 13

簿 価 272 469 376 192 3

売却益 448 38 314 178 10

保有時価総額／株主資本比率（％） 11.6 11.8 12.7 9.6 13.9

イベントタイプ
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施回数 参加人数 実施回数 参加人数 実施回数 参加人数 実施回数 参加人数

決算説明会 4 90 4 134 4 111 4 124

個別ミーティング 17 23 10 18 6 10 6 10

株主総会 1 19／4,709 1 23／5,062 1 40／6,795 1 34／7,714
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